
代理通報事業者の認定等に関する規程 

令 和 元 年 ９月 ２ ６日  

東京消防庁告示第１８号  

（趣旨） 

第１条 この規程は、火災予防条例（昭和37年東京都条例第65号。以下「条例」という。）第61条の２の３から第61

条の２の８までに規定する代理通報事業者の認定等に関し必要な事項を定める。 

（代理通報事業者が行う通報の区分） 

第２条 条例第61条の２の３第１項に規定する消防総監が定める通報の区分は、次の各号に掲げるものとする。 

 消防法施行令（昭和36年政令第37号。以下「令」という。）別表第１に掲げる防火対象物又はその部分 （次

号に掲げる防火対象物又はその部分を除く。）に設置された自動火災報知設備等の作動と連動して送信さ

れる信号を受けて、現場を確認する前に行う通報 （以下「事業所火災代理通報」という。） 

 住居の用に供される防火対象物又はその部分に設置された住宅用火災警報器等と連動して送信される信

号を受けて、現場を確認する前に行う通報（以下「住宅火災代理通報」という。） 

 住居の用に供される防火対象物又はその部分の関係者によるボタンを押すこと等の一つの操作で送信され

る信号を受けて、現場を確認する前に行う通報（以下「救急代理通報」という。） 

（代理通報事業者認定基準） 

第３条 条例第61条の２の３第１項に規定する消防総監が定める基準は、次の各号に掲げる通報の区分ごとに、

当該各号の表のとおりとする。 

⑴ 事業所火災代理通報 

項   目 認 定 基 準 

受信場所及び待機

所の体制に関する

こと。 

受信場所及び待機所について、次に掲げる対応体制が確立されていること。 

１ 受信場所には、代理通報に係る信号を受信する者が常時待機し、信号を受

信した者又は他の従業員が消防機関へ通報するとともに、待機所へ連絡する

こと。 

２ 待機所には、代理通報に係る信号を発した防火対象物に駆け付ける者（以下

「現場派遣員」という。）が待機していること。 

３ 消防機関への通報後30分以内に、現場派遣員が現場に到着できること。 



 

機器の維持管理に

関すること。 

遠隔通報装置、受信用装置、連絡用機器等の一連の機器が適正に設置され、

維持管理されていること。 

代理通報業務に 

従事する従業員の

教育に関すること。 

代理通報事業者の従業員のうち防火管理に関する知識及び技能を有し、代理

通報業務（現場の確認等の業務を含む。以下同じ。）に従事する者に対して防

火・防災教育を行う者（以下「教育担当者」という。）として次のいずれかに該当す

る者を１名以上指定し、組織的かつ計画的な防火・防災教育を実施しているこ

と。 

１ 令第４条の２の８第３項第１号に規定する自衛消防組織の業務に関する講習

の課程を修了した者又は同項第２号に規定する必要な学識経験を有すると認

められる者（以下「自衛消防業務講習修了者等」と総称する。） 

２ 条例第55条の３の２第１項に規定する防火管理技能講習を修了した者 

３ 各消防機関が実施する教育担当者講習（これに類するものを含む。）を修了

した者 

現場派遣員に関す

ること。 

１ 待機所（現場派遣員を日ごとに配置している待機所については、当該待機所

に現場派遣員の配置を行う営業所）ごとに、次のいずれかに該当する者を現

場教育担当者として１名以上指定し、当該現場教育担当者により現場派遣員

に対して、現場で必要な活動に関する教育を組織的かつ計画的に実施してい

ること。 

 ⑴ 条例第62条の４に規定する自衛消防技術試験に合格し、自衛消防技術

認定証の交付を受けている者（以下「自衛消防技術認定証保有者」という。） 

 ⑵ 自衛消防業務講習修了者等 

２ 現場派遣員は、内部を確認するための手段（関係者に連絡し、当該関係者が

鍵を持参することを含む。以下同じ。）を有していること。 

防火対象物の関係

者への周知に関す

ること。 

防火対象物の異状の有無を確認するために消防隊が必要な限度で行う破壊に

ついて、通報に係る防火対象物又はその部分の権原を有する関係者に周知さ

せていること。 

 

  



 

⑵ 住宅火災代理通報 

項   目 認 定 基 準 

受信場所及び待 

機所の体制に関す

ること。 

受信場所及び待機所について、次に掲げる対応体制が確立されていること。 

１ 受信場所には、代理通報に係る信号を受信する者が常時待機し、信号を受

信した者又は他の従業員が消防機関へ通報するとともに、待機所へ連絡する

こと。 

２ 待機所には、現場派遣員が待機していること。 

３ 消防機関への通報後30分以内に、現場派遣員が現場に到着できること。 

機器の維持管理に

関すること。 

遠隔通報装置、受信用装置、連絡用機器等の一連の機器が適正に設置され、

維持管理されていること。 

現場派遣員に関す

ること。 

１ 待機所（現場派遣員を日ごとに配置している待機所については、当該待機所

に現場派遣員の配置を行う営業所）ごとに、次のいずれかに該当する者を現

場教育担当者として１名以上指定し、当該現場教育担当者により現場派遣員

に対して、現場で必要な活動に関する教育を組織的かつ計画的に実施してい

ること。 

 ⑴ 自衛消防技術認定証保有者 

⑵ 自衛消防業務講習修了者等  

２ 現場派遣員は、内部を確認するための手段を有していること。 

防火対象物の関係

者への周知に関す

ること。 

防火対象物の異状の有無を確認するために消防隊が必要な限度で行う破壊に

ついて、通報に係る防火対象物又はその部分の権原を有する関係者に周知さ

せていること。 

 

  



 

 救急代理通報 

項   目 認 定 基 準 

受信場所及び待機

所の体制に関する

こと。 

受信場所及び待機所について、次に掲げる対応体制が確立されていること。 

１ 受信場所には、代理通報に係る信号を受信する者が常時待機し、信号を受

信した者又は他の従業員が消防機関へ通報するとともに、待機所へ連絡する

こと。 

２ 待機所には、現場派遣員が待機していること。 

３ 消防機関への通報後30分以内に、現場派遣員が現場に到着できること。 

機器の維持管理に

関すること。 

遠隔通報装置、受信用装置、連絡用機器等の一連の機器が適正に設置され、

維持管理されていること。 

現場派遣員に関す

ること。 

１ 現場派遣員は、東京消防庁が実施する現場派遣員講習（以下「現場派遣員

講習」という。）を修了していること。 

２ 現場派遣員は、内部を確認するための手段を有していること。 

防火対象物の関係

者への周知に関す

ること。 

防火対象物の異状の有無を確認するために消防隊が必要な限度で行う破壊に

ついて、通報に係る防火対象物又はその部分の権原を有する関係者に周知さ

せていること。 

（認定に係る申請） 

第４条 条例第61条の２の３第２項の規定による申請は、次の各号に掲げる通報の区分ごとに定める部署に別記

様式第１号による申請書正副各１通を提出してしなければならない。 

⑴ 事業所火災代理通報 東京消防庁予防部防火管理課 

⑵ 住宅火災代理通報及び救急代理通報 東京消防庁防災部防災安全課  

２ 前項の申請書には、次の表の左欄に掲げる区分ごとに、それぞれ右欄に掲げる図書を添付しなければならな

い。 

区   分 図    書 

事業所火災代理通報 

１ 代理通報事業者の概要及び業務内容が分かる書類 

２ 待機所の所在地及び名称が分かる書類 

３ 受信場所及び待機所ごとの従業員数が分かる書類 

４ 待機所ごとに配置している車両及び装備品の概要が分かる書類 



 

 

（認定通知書等） 

第５条 条例第61条の２の３第４項に規定する通知は、次の各号に掲げる区分ごとに、当該各号に定める通知書

により行うものとする。 

⑴ 認定をした旨の通知 別記様式第２号による通知書（以下「認定通知書」という。） 

⑵ 認定をしない旨の通知 別記様式第３号による通知書 

２ 消防総監は、認定通知書に併せて次の各号に掲げる通報の区分ごとに、当該各号に定める様式による認定

証を交付するものとする。 

５ 受信場所及び待機所の対応体制が分かる書類 

６ 遠隔通報装置、受信用装置、連絡用機器等の一連の機器の概要が分かる

書類 

７ 教育担当者の資格の保有状況及び配置状況が分かる書類  

８ 教育担当者が代理通報業務に従事する従業員に対して実施する教育の計

画が分かる書類  

９ 待機所（現場派遣員を日ごとに配置している待機所については、当該待機

所に現場派遣員の配置を行う営業所）ごとの現場教育担当者の資格の保有

状況及び配置状況が分かる書類 

10 現場教育担当者が現場派遣員に対して実施する教育の計画が分かる書類 

11 内部を確認するための手段が分かる書類 

12 破壊についての防火対象物又はその部分の関係者への周知方法が分か

る書類 

13 代理通報業務を行う範囲が東京消防庁管内全域でない場合に、代理通報

業務を行う地域範囲がわかる書類 

住宅火災代理通報 事業所火災代理通報の項１から６まで及び９から13までに規定する書類 

救急代理通報 

１ 事業所火災代理通報の項１から６まで及び11から13までに規定する書類 

２ 待機所ごとの現場派遣員の資格の保有状況及び配置状況が分かる書類 

３ 現場派遣員講習を修了していない者が新たに現場派遣員となる場合は、現

場派遣員講習の受講計画が分かる書類 



 

⑴ 事業所火災代理通報 別記様式第４号 

⑵ 住宅火災代理通報 別記様式第５号 

⑶ 救急代理通報 別記様式第６号 

（東京消防庁認定通報事業者の公表） 

第６条 条例第61条の２の３第５項の規定による公表は、次に掲げる方法により行うものとする。 

⑴ 東京消防庁ホームページへの掲載  

⑵ 東京消防庁本部並びに消防署、消防分署及び消防出張所での閲覧  

２ 公表する事項は、次に掲げる事項とする。 

 ⑴ 条例第61条の２の３第３項に規定する東京消防庁認定通報事業者（以下「東京消防庁認定通報事業者」と

いう。）の名称及び主たる事務所の所在地 

 ⑵ 認定を受けた通報の区分 

 ⑶ 認定を受けた年月日 

 ⑷ 代理通報業務を行う地域 

 ⑸ 前各号に掲げるもののほか消防総監が必要と認める事項 

（東京消防庁認定通報事業者の遵守義務） 

第７条 東京消防庁認定通報事業者は、条例第61条の２の４の規定により、次の各号に掲げる事項を遵守しなけ

ればならない。  

 ⑴ 迅速かつ適正な通報を行うこと。 

 ⑵ 現場派遣員は、遅滞なく現場に到着すること。 

 ⑶ 消防隊等への情報提供及び関係者への連絡を適正に行うこと。 

 ⑷ 消防隊等の引揚げ又は医療機関への搬送開始後の現場の管理を適正に行うこと。 

 ⑸ 機器の不具合による信号に基づき通報がなされた場合その他特異な事案があった場合で、消防総監から

求められたときに報告をすること。 

（認定の更新） 

第８条 東京消防庁認定通報事業者は、条例第61条の２の５の規定による認定の失効の際、認定の更新を受け

ようとするときは、現に受けている認定の有効期間が満了する日の１か月前までに、消防総監に申請するものと

する。 

２ 前項の申請に係る手続については、条例第61条の２の３第２項から第５項までの規定を準用する。 

３ 更新後の認定の有効期間は、更新前の認定期間の満了日の翌日から３年とする。 



 

（変更の届出） 

第９条 条例第61条の２の６の規定による変更の届出は、次の各号に掲げる通報の区分ごとに定める部署に別記

様式第７号による届出書正副各１通を提出してしなければならない。 

⑴ 事業所火災代理通報 東京消防庁予防部防火管理課 

⑵ 住宅火災代理通報及び救急代理通報 東京消防庁防災部防災安全課  

（認定の取消基準） 

第10条 条例第61条の２の７第１項に規定する認定の取消しは、次に掲げるいずれかの場合に該当するときにす

る。 

 ⑴ 偽りその他不正な手段により認定を受けたことが判明したとき。 

 ⑵ 第３条に規定する認定基準に適合しないことが判明したとき。 

 ⑶ 正当な理由なく、条例第61条の２の８第２項の調査を拒み、又は虚偽の報告をしたとき。 

 ⑷ 故意又は重大な過失により、代理通報業務中に重大な事故を発生させたとき。 

 ⑸ 代理通報業務に関し、犯罪行為その他社会通念上東京消防庁認定通報事業者としてふさわしくない行為

をしたとき。 

（意見陳述の機会の付与） 

第11条 消防総監は、条例第61条の２の７第１項に規定する認定の取消しをする場合は、当該東京消防庁認定

通報事業者に対し、意見を述べ、証拠を提示する機会（以下「意見陳述の機会」という。）を与えるものとする。 

２ 意見陳述の機会におけるその方法は、消防総監が口頭ですることを認めたときを除き、意見及び証拠を記載

した書面（以下「意見書」という。）を提出してするものとする。 

３ 消防総監は、認定の取消しをしようとする東京消防庁認定通報事業者に対し、意見陳述の機会を与えるとき

は、意見書の提出期限（口頭による意見陳述の機会の付与を行う場合は、その日時）までに相当な期間をお

いて、当該東京消防庁認定通報事業者に対し、次に掲げる事項を通知するものとする。 

 ⑴ 取消しをしようとする認定の区分 

 ⑵ 根拠となる条例等の条項 

 ⑶ 認定の取消しの原因となる事実 

 ⑷ 意見書の提出先及び提出期限（口頭による意見陳述の機会の付与を行う場合には、その旨並びに出頭す

べき日時及び場所） 

（取消しの通知）  

第12条 条例第61条の２の７第２項の規定による通知は、別記様式第８号による通知書により行う。 



 

（認定の取消しを受けた事業者の公表） 

第13条 条例第61条の２の７第３項の規定による公表は、東京消防庁認定通報事業者が第10条各号（第２号を

除く。）に該当し、認定を取り消した場合に行うものとする。 

２ 条例第61条の２の７第３項の規定による公表は、第６条第１項各号の方法により行うものとする。 

３ 公表する事項は、次に掲げる事項とする。 

 ⑴ 認定の取消しを受けた東京消防庁認定通報事業者の名称及び主たる事務所の所在地 

 ⑵ 認定の取消しを受けた通報の区分 

 ⑶ 認定の取消しを受けた年月日 

 ⑷ 認定の取消しをした理由 

 ⑸ 前各号に掲げるもののほか消防総監が必要と認める事項 

（証票） 

第14条 条例第61条の２の８第３項に規定する消防総監が定める証票は、別記様式第９号による立入調査証とす

る。 

附 則  

 （施行期日） 

１ この告示は、令和２年４月１日から施行する。 

 （準備行為） 

２ 火災予防条例の一部を改正する条例（令和元年東京都条例第175号。以下「新条例」という。）附則第２項の

規定により新条例の施行日前に行う認定に関し必要な手続きその他の行為は、この告示の規定の例による。 



 

別記 

様式第１号（第４条関係） 

    東京消防庁認定通報事業者認定申請書 

    年  月  日 

 

東京消防庁 

消 防 総 監  殿 

 

  申請者 

住 所 

  電話  （  ） 

氏 名          

 

火災予防条例第 61条の２の３第１項の規定により認定を受けたいので、同条第２項

の規定に基づき申請します。 

 

記 

申 請 す る 通 報 の 区 分 
□事業所火災代理通報   □住宅火災代理通報 

□救急代理通報 

認 定 種 別 □新規          □更新 

受 信 場 所 

所 在 地  

名 称 電話   （   ）    

責 任 者 職 氏 名  

待   機   所   数 か所 

※
受 

付 

  

※
経 

過 

 

備考１ 申請する通報の区分欄には、該当する項目の□にレ印を付すこと。 

２ 必要な関係書類を添付すること。 

       ３ ※印欄は記入しないこと。 

                  （日本産業規格Ａ列 4番） 



 

様式第２号（第５条関係） 

   東京消防庁認定通報事業者認定通知書 

                                                 

（日本産業規格Ａ列４番） 

 

 

第    号 

年  月  日 

 

 

            殿 

 

東京消防庁 

消防総監          印 

 

     年   月   日付けで申請のあった東京消防庁認定通報事業者の認定に

ついては、認定基準に適合しているので、火災予防条例第61条の２の３第４項の規定

に基づき下記のとおり認定したことを通知します。 

 

 

記 

 

 

通 報 の 区 分  

認 定 年 月 日  

所 在 地   

名 称   

代表者職・氏名  



 

様式第３号（第５条関係） 

   東京消防庁認定通報事業者不認定通知書 

（教示） 

１ この処分に不服がある場合には、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に東京都知事に対して

審査請求をすることができます（なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以内であっても、この

処分の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。 

２ この処分については、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、東京都を被告として（訴訟に

おいて東京都を代表する者は東京都知事となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この処

分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると

処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記１の審査請求をした場合には、当該審査請求 

に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます 

（なお、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、当該裁決の日の翌 

日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。 

 

（日本産業規格Ａ列４番） 

第 号 

年  月  日 

 

            殿 

 

東京消防庁 

消防総監                    印 

 

   年   月   日付けで申請のあった東京消防庁認定通報事業者の認定に

ついては、下記のとおり認定基準に適合していないため、火災予防条例第61条の

２の３第４項の規定に基づき認定しないことを通知します。 

 

記 

 

通 報 の 区 分  

所  在  地  

名    称  

認 定 基 準 

不 適 合 事 項 
 

特 記 事 項  



 

様式第４号（第５条関係） 

（日本産業規格Ａ列４番） 

備考 花模様（灰色）の縁飾りを付け、上部中央に消防章（金色）の図柄を入れた鳥の子紙とする。 

東京消防庁認定通報事業者 

認 定 証 

事業所火災代理通報 

 

所在地 

名 称 

 

火災予防条例（昭和３７年東京都条例第６５号）第６１条

の２の３に基づき、事業所火災代理通報における東京消防庁

認定通報事業者として認定する。 

 

年  月  日から 

年  月  日まで 

  
印 東 京 消 防 庁 

 



 

様式第５号（第５条関係） 

（日本産業規格Ａ列４番） 

備考 花模様（灰色）の縁飾りを付け、上部中央に消防章（金色）の図柄を入れた鳥の子紙とする。 

東京消防庁認定通報事業者 

認 定 証 

住宅火災代理通報 

 

所在地 

名 称 

 

火災予防条例（昭和３７年東京都条例第６５号）第６１条

の２の３に基づき、住宅火災代理通報における東京消防庁認

定通報事業者として認定する。 

 

年  月  日から 

年  月  日まで 

 

 
 

東 京 消 防 庁 印 

 

 



 

様式第６号（第５条関係） 

（日本産業規格Ａ列４番） 

備考 花模様（灰色）の縁飾りを付け、上部中央に消防章（金色）の図柄を入れた鳥の子紙とする。 

東京消防庁認定通報事業者 

認 定 証 

救急代理通報 

 

所在地 

名 称 

 

火災予防条例（昭和３７年東京都条例第６５号）第６１条

の２の３に基づき、救急代理通報における東京消防庁認定通

報事業者として認定する。 

 

年  月  日から 

年  月  日まで 

 

 
 

東 京 消 防 庁 印 



 

 

様式第７号（第９条関係） 
   

東京消防庁認定通報事業者認定内容変更届出書 

    年  月  日 

東京消防庁 

消 防 総 監  殿 

申請者 

住 所 

電話 （  ） 

        氏 名   

記 

通 報 の 区 分 
□事業所火災代理通報   □住宅火災代理通報 

□救急代理通報 

変 更 内 容  

※
受 

付 

  

※
経 

過 

 

注１ 通報の区分欄には、該当する項目の□にレ印を付すこと。 

    ２ 変更に係る書類を添付すること。 

    ３ ※印欄は記入しないこと。 

（日本産業規格Ａ列 4 番） 



 

様式第８号（第 12条関係） 

東京消防庁認定通報事業者認定取消通知書 

第    号 

年 月 日 

 

        殿 

 

東京消防庁 

消防総監         印 

 

    年  月  日付けで認定した東京消防庁認定通報事業者については、代理

通報事業者の認定に関する規程第10条第  号に該当するため火災予防条例第61条の２

の７第２項の規定に基づき下記のとおり認定を取り消したことを通知します。 

 

記 

 

通 報 の 区 分  

所 在 地  

名 称  

認 定 取 消 

年 月 日 
          年      月      日 

取 消 理 由  

特 記 事 項  

（教示） 

１ この処分に不服がある場合には、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に東京都知事に対して

審査請求をすることができます（なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以内であっても、この

処分の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。 

２ この処分については、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、東京都を被告として（訴訟に

おいて東京都を代表する者は東京都知事となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この処

分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると

処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記１の審査請求をした場合には、当該審査請求 

に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます 

（なお、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、当該裁決の日の翌 

日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。 

（日本産業規格Ａ列４番） 



 

様式第９号（第 14条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（表） 

一 

地
色
は
、
白
色
と
す
る
。 

二 

消
防
章
は
、
直
径
二
二
ミ
リ
メ
ー
ト
ル
と
す
る
。 

三 

文
字
は
、
黒
色
と
す
る
。 

 
 第   号 
 

立 入 調 査 証 
 
 
 
 
 
 

東 京 消 防 庁 
 

Tokyo Fire Department 

６
０
ミ
リ
メ
ー
ト
ル

 

８５ミリメートル 

印 

 この証票を携帯する者は、火災予防条例第61条の２の８第２項の規定

により事務所等に立ち入り、調査を行う権限を有する。 

火災予防条例及び代理通報事業者の認定等に関する規程抜粋 

火災予防条例第61条の２の８第２項 

  前項の場合において、消防総監が特に必要と認めるときは、消防職

員をして、事業所、事務所その他事業に係る場所（次項において「事

業所等」という。）に立ち入り、業務内容に関し調査を行わせること

ができる。 

代理通報事業者の認定等に関する規程第10条 

  条例第61条の２の７第１項に規定する認定の取消しは、次に掲げる

いずれかの場合に該当するときにする。 

第３号 

  正当な理由なく、条例第61条の２の８第２項の調査を拒み、又は虚

偽の報告をしたとき。 

（裏） 


